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 野宿生活者の就労機

会拡大・居住・生活

の安定のために、私

たちは努力します。 
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野宿生活者自立支援法民主党案国会上程される 
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表１　公開質問状を送った８団体

特定非営利活動法人　釜ケ崎支援機構

釜ヶ崎就労・生活保障制度実現をめざす連絡会

新宿野宿労働者の生活・就労保障を求める連絡会議

池袋野宿者連絡会

神奈川全県夜回り・パトロール交流会

特定非営利活動法人　北九州ホームレス支援機構

野宿者・人権資料センター

名古屋炊き出し連絡協議会（発送以後追加）
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(b) 

 

(c) 

 

参議院選挙にあたっての公開質問状 

～野宿生活者と野宿生活者となるおそれのある人々への 
対応策について～ 



 

 

 

小泉発言に抗議 
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表２　各政党の回答の概要

回答者 回答 意　　　　見

a b c
民主党 ○ 民主党は、先の151回通常国会に「ホームレスの自立の支援

等に関する臨時措置法案」を提出しており、次期国会での早
期成立を目指して取り組んでいきたいと考えている。ホーム
レス問題の解決に当たっては国による全国的な実態調査を第
一に行うとともに、ホームレスの自立の支援等の施策を早急
に進める必要がある。

公明党 ○ ホームレス発生の予防については、大都市部における雇用創
出が急務と考え、情報提供、仕事の斡旋等の支援を充実し、
ホームレスとなる前段階での早期の問題解決が重要である。
また、相談窓口や厚生施設の設置などの対策を講じるべきと
考える。
政令指定都市からその実態や現状を聞くと共に、党内にホー
ムレス問題プロジェクトを設置し、具体的な対応策を策定す
るために努力しているところである。

社会民主党 ○ 特別立法も含めてさらに検討を進めていきたい。
野宿者問題が国の責任であるとはっきり位置づけ、総合的な
対策を進めなくてはならない。

自由党 特別立法の必要性については検討するところである。

自由民主党 特別立法の必要、不必要の是非以前の問題として、異質な内
容を包摂している問題であるため、事案毎に検討するしかで
きない。当面の対応策として、(1)総合的な相談・支援体制
の確立、(2)雇用機会の提供、(3)保健医療面での手当の充
実、(4)要援護者の住まい等の提供、(5)安心安全な地域環境
の整備、で対応するしかない。

女性党 まだまだ未熟な私たちには責任ある回答をすることが出来な
い。

新社会党 ○ すでに生まれた野宿生活者に対しては、その生活と自立を社
会的に支援するという原則の確立が必要である。特別立法の
骨子に基本的に賛成。

日本共産党○ 今年1月、野宿者対策について政府に緊急の申し入れを行っ
たところである。特別立法の制定とあわせ、野宿生活者対策
強化のためにひきつづき力を尽くす。

保守党 ○ 自立支援センターを拡充し，就労意欲の回復を側面から支
援。経済の立て直しによる景気の回復。
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釜ヶ崎支援機構 第 2回総会 開催報告 
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福祉相談部門 分離・独立 
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福祉相談部門のお仕事 

 

 

 

 

 

① 相談の受付 

福 祉 相 談 部 門 報 告 本 間 全 
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② 生活保護申請のお手伝い 
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③ 市更相相談者への付添い 
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「特掃高齢者アンケート」再開！ 
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「グラウンドゴルフを楽しむ会」始動！ 
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ボランティアさんも大活躍！ 
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福祉相談部門の経済基盤は？ 
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―事務局スタッフの声―   釜ヶ崎の街で働く 島村京子 


